
 令和５年８月３１日 

 

令和６年度の財政投融資計画要求書 

(機関名：国立研究開発法人森林研究・整備機構) 

 

１．令和６年度の財政投融資計画要求額

(単位：億円、％)

金額 伸率

(1)財政融資 43 46 △3 △ 6.5

(2)産業投資 － － － －

うち 出　資 － － － －

うち 融　資 － － － －

(3)政府保証 － － － －

うち 国内債 － － － －

うち 外　債 － － － －

うち 外貨借入金 － － － －

43 46 △3 △ 6.5

対前年度比

合　　　計

区　　分
令和６年度
要   求   額

令和５年度
計   画   額

 

２．財政投融資計画残高 

(単位：億円、％)

金額 伸率

(1)財政融資 874 929 △54 △ 5.9

(2)産業投資 － － － －

うち 出　資 － － － －

うち 融　資 － － － －

(3)政府保証 － － － －

うち 国内債 － － － －

うち 外　債 － － － －

うち 外貨借入金 － － － －

874 929 △54 △ 5.9

対前年度比

合　　　計

区　　分
令和６年度末
残高（見込）

令和５年度末
残高（見込）



３．事業計画及び資金計画 

事業計画 (単位：億円)

261 228 32

(内訳)
261 228 32

令和６年度
要   求   額

令和５年度
計   画   額

増　減

事業計画の合計額

水源林造成事業

区　　分

 

 

資金計画 (単位：億円)

350 323 27

43 46 △3

財政融資 43 46 △3

産業投資 － － －

政府保証 － － －

307 277 30

一般会計出資金 91 95 △4

一般会計補助金 185 157 28

東日本大震災復興特別会計補助金 2 2 △0

その他 28 22 6

自己資金等

区　　分
令和６年度
要   求   額

令和５年度
計   画   額

増　減

事業計画実施に必要な資金の合計額

(財源)
財政投融資

 

  



財政投融資を要求するに当たっての基本的考え方 

 (機関名：国立研究開発法人森林研究・整備機構) 

 
＜官民の役割分担・リスク分担＞ 
１．政策目的の実現に必要な範囲内で、金融・資本市場に関与するに際し、官民の適

切な役割分担がなされているか。 

 

① 森林所有者自らが森林整備を行うことが困難な奥地水源地域で実施しており､そ

の収益性は低いこと 

② 特に、水源涵
か ん

養のための森林整備の受益は、河川の上流から都市を中心とした

下流まで広範囲にわたること 

などから、民間での実施にはなじまず、公的主体により確実に実施していく必要が

あるため、森林研究・整備機構が実施しているものである。 
 
 
２．官民が適切にリスク分担し、民間企業のモラルハザードを防止しつつ、適度な支

援を行っているか。 
 

本事業の実施にあたっては、事業の透明性及び客観性を確保し、より効果的、効

率的な事業の実施を図るため、事業評価の実施とともに学識経験者等第三者の意見

を聞き、評価結果の公表を行っている。 
 
 
＜対象事業の重点化・効率化＞ 
３．「民間にできることは民間に委ねる」という民業補完性を確保する観点から、

対象事業の重点化や効率化をどのように図っているか。 
 

本事業は、水源の涵
か ん

養、国土の保全を図るため、森林所有者自らによる森林造成

が困難な奥地水源地域で水源林の造成を行うものである。厳しい林業情勢の下、森

林所有者による森林整備が一層困難となる中で、 

① 森林所有者自らが森林整備を行うことが困難な奥地水源地域で実施しており､そ

の収益性は低いこと 

② 特に、水源涵
か ん

養のための森林整備の受益は、河川の上流から都市を中心とした

下流まで広範囲にわたること 

  などから、民間での実施にはなじまず、公的主体により確実に実施していく必要が

あるため、森林研究・整備機構が実施しているものである。 
 
 
 
 
 
 



＜財投計画の運用状況等の反映＞ 

４．財投編成におけるＰＤＣＡサイクルを強化する観点から、財投計画の運用状況を

財政投融資の要求内容にどのように反映しているか。 

 

令和４年度の水源林造成事業においては、着実に事業を実行し、財投融資枠 

４９億円について全額実行しているところである。 

また、これまでの実地監査結果等を踏まえ、外部有識者を含めた委員会におい

て、事業の実行に関することや、財政融資資金等の償還に関するシミュレーション

結果について審議を行うことにより、償還確実性を確認するとともに、コスト削減

の取組を実施しており、これを踏まえた要求を行っている。 

 
(参考：過去３カ年の財政投融資の運用残額) 

           ２年度   ３年度     ４年度 

   運用残額   －億円   －億円    －億円 

      運用残率   －％    －％      －％ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



成長戦略等に盛り込まれた事項について 

 (機関名：国立研究開発法人森林研究・整備機構) 

 

「経済財政運営と改革の基本方針２０２３」、「新しい資本主義のグランドデザイ

ン及び実行計画2023改訂版」及び「デジタル田園都市国家構想（基本方針・総合戦

略・当面の重点検討課題）」に盛り込まれた事項に関する要求内容 

 

「経済財政運営と改革の基本方針２０２３」、「新しい資本主義のグランドデザ

イン及び実行計画2023改訂版」及び「デジタル田園都市国家構想（基本方針・総合

戦略・当面の重点検討課題）」において、グリーントランスフォーメーション（Ｇ

Ｘ）の加速等による脱炭素社会に向けた取組、激甚化・頻発化する水害・土砂災害

等への対策、国産材の安定的・持続的な供給を推進する等とされており、水源の涵
か ん

養に加え、地球温暖化防止にも資する水源林造成事業を通じて、奥地水源地域にお

ける間伐等の森林整備を推進する。 

 

○「経済財政運営と改革の基本方針２０２３」 

第２章 新しい資本主義の加速 

     ２．投資の拡大と経済社会改革の実行 

     （２）グリーントランスフォーメーション（ＧＸ）、デジタルトランスフォーメーショ

ン（ＤＸ）等の加速 

      （略）まちづくりＧＸを含むインフラの脱炭素化を更に進めるとともに、森林吸収源対

策等21を加速する。 
21森林資源情報の整備、建築物等における木材利用促進（略）を含む 

 

第３章 我が国を取り巻く環境変化への対応 

  １．国際環境変化への対応 

   （４）食料安全保障の強化と農林水産業の持続可能な成長の推進 

   再造林促進や林道等の生産基盤整備等を含む木材の安定供給体制構築、改正クリーン

ウッド法に基づく違法伐採対策、国産材への転換、ＣＬＴ等の木材利用拡大等を進め

る。 

 

  ２．防災・減災、国土強靱化、東日本大震災等からの復興 

  （防災・減災、国土強靱化） 

   今夏を目処に策定する新たな「国土強靱化基本計画」について、デジタル田園都市国

家構想や新たな「国土形成計画」と一体として取組を一層強化する。将来の気候変動

の影響を踏まえた流域治水（略）等の防災体制・機能の拡充・強化等219の「国民の生

命と財産を守る防災インフラの整備・管理」（略）、多様性・公平性・包摂性を意識

した「地域における防災力の一層の強化」を新たな施策の柱とし、国土強靱化にデジ

タルと地域力を最大限いかす。 

       219（略）森林整備・治山対策の推進、（略）グリーンインフラの活用等 

 

 

 

 

 



○「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2023改訂版」 

  Ⅷ．経済社会の多極化 

１．デジタル田園都市国家構想の実現 

（３）デジタル田園都市国家構想の前提としての安心の確保 

 ③持続可能な地域経済社会の実現 

 ⅲ）地域一体での国産材の安定供給・活用の促進 

     ドローン等のＩＣＴ技術を活用し、森林資源調査・伐採の効率化、再造林の低コスト

化等、国産材の安定供給に地域の関係者が一体となって取り組む。また、大型車両に

対応した林道の整備や、（略）各段階での取組を強化する。 

 

 ○「デジタル田園都市国家構想基本方針」 

第３章 各分野の政策の推進 

１．デジタル実装による地方の課題解決 

（２）仕事づくりと稼ぐ地域の実現 

①地域資源・産業を活かした地域の競争力強化 

      ⅲ農林水産業・食品産業の成長産業化 

      【具体的取組】 

(a) 農林水産業・食品産業の成長産業化の推進 

・カーボンニュートラルの実現に向け、（略）間伐等の着実な推進を図るとともに

（略）伐採後の確実な再造林の実施を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



財政投融資の要求に伴う政策評価（基本的事項） 

 (機関名：国立研究開発法人森林研究・整備機構) 

 

１．政策的必要性 

 

○ 本事業は、水源を涵
か ん

養する等の目的で、森林の造成を行う必要があるにもか

かわらず、森林所有者が自助努力を行っても林業生産活動のみでは造成が進ま

ない民有林において、国立研究開発法人森林研究・整備機構が費用負担者とな

って、水源林を造成し、国民生活に不可欠な水資源の涵
か ん

養、国土保全、地球温

暖化防止等に資する事業である。 

○ 本事業は、国民生活に不可欠な水資源の安定的な確保、森林の有する国土・

環境保全等の公益的機能の維持増進等のナショナルミニマムの達成を図り、国

民生活上不可欠な社会資本の形成に資することを目的としている。 

○ なお、本事業の農林水産省の政策評価体系における位置付けは、以下のとお

りである。 

《大目標》 

食料の安定供給の確保、農林水産業の発展、農山漁村の振興、農業の多面的

機能の発揮、森林の保続培養と森林生産力の増進、水産資源の適切な保存・管

理等を通じ、国民生活の安定向上と国民経済の健全な発展を図る。 

《中目標》 

森林の有する多面的機能の発揮と林業・木材産業の持続的かつ健全な発展 

《政策分野》 

森林の有する多面的機能の発揮 

 

 

２．民業補完性 

 

本事業は、水源の涵
か ん

養、国土の保全を図るため、森林所有者自らによる森林造成

が困難な奥地水源地域で水源林の造成を行うものである。厳しい林業情勢の下、森

林所有者による森林整備が一層困難となる中で、 

①  森林所有者自らが森林整備を行うことが困難な奥地水源地域で実施しており､   

その収益性は低いこと 

②  特に、水源涵
か ん

養のための森林整備の受益は、河川の上流から都市を中心とした 

下流まで広範囲にわたること 

などから、民間での実施にはなじまず、公的主体により確実に実施していく必要が

あるため、森林研究・整備機構が実施しているものである。 

 

 

 

 



３．有効性 

 

水源林造成事業は、昭和３６年から開始し、これまでに全国で約４９万ha(東京

都と神奈川県を合わせた面積に相当)の水源林を造成している。これらによる水源

涵
か ん

養効果は、年間約３０億㎥(東京都で使う約２年分の水量に相当)と推計されてい

る。 

事業実施による効果は、植栽面積４０．２万ha(昭和３６年度から平成１３年度

までに植栽した面積の合計(平成１４年度以降の植栽林分は全額補助金により実

施))について「林野公共事業における事業評価マニュアル」に基づく便益の計測を

行った結果、便益の合計は約１７兆４,９５３億円となっている。 

便益について個別に分類すると以下のとおりである。 

①  水源涵
か ん

養便益（洪水防止、流域貯水、水質浄化）１１兆９,４３９億円 

②  山地保全便益（土砂流出防止、土砂崩壊防止）  ４兆２,００１億円 

③  環境保全便益（炭素固定）            １兆１,８０９億円 

④  木材生産便益（木材生産確保・増進）                １,７０４億円 

 

 

４．その他 

 

昭和３６年度から造成してきた約４９万haの水源林は順調に生育していることか

ら、主伐開始以降の伐採収入等により、財政融資資金借入金の償還に問題はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４ 年 度 決 算 に 対 す る 評 価 

 (機関名：国立研究開発法人森林研究・整備機構) 

 

１．決算についての総合的な評価 

 

○ 造林木の販売にあたっては、一般競争入札による販売を行うなど積極的な販売

に努めた。 

○ 当期総利益（７７３百万円）については、積立金として整理することとした。 

 

 

２．決算の状況 

 

（１）資産・負債・資本の状況 

 

○ 資産  １,１５５,１２７百万円    

○ 負債     ９８,３５４百万円    

○ 純資産 １,０５６,７７４百万円      

 

 

（２）費用・収益の状況 

 

○ 費用      ２,８０９百万円         

○ 収益      ３,５８３百万円     

 

 

 


